
平 成 28 年
５月17日（火）
第2783号

平成28年５月17日　火曜日（505）

告 示

栃 木 県 告 示 第 二 百 七 十 三 号

　 補 助 金 等 の 名 称 等 を 定 め る 告 示 （ 昭 和 四 十 七 年 栃 木 県 告 示 第 三 百 五 十 四 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 し 、 平

成 二 十 八 年 度 分 の 補 助 金 等 か ら 適 用 す る 。

　 　 平 成 二 十 八 年 五 月 十 七 日

栃 木 県 知 事 　 　 福 　 　 田 　 　 富 　 　 一 　 　

　 産 業 労 働 観 光 部 の 部 産 業 政 策 課 の 款 栃 木 県 産 業 定 着 集 積 促 進 支 援 補 助 金 の 項 交 付 の 対 象 で あ る 事 務 又 は 事 業

の 内 容 の 欄 、 交 付 率 又 は 金 額 の 欄 及 び 交 付 の 相 手 方 の 欄 を 次 の よ う に 改 め る 。

一 　 県 内 に 事 業 所 を 有 す る 者 が 、 栃 木 県 産 業 定 着 集 積 促 進 支 援 補 助

金 交 付 要 領 （ 平 成 二 十 年 九 月 十 七 日 付 け 産 政 第 百 三 十 号 産 業 労 働

観 光 部 長 通 知 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 要 領 」 と い う 。 ） に 定 め る

要 件 を 満 た し て 、 県 内 に 工 場 等 を 新 築 し （ 建 替 え を 行 う 場 合 を 含

む 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） 、 増 築 し 、 若 し く は 改 築 し 、 又

は 既 設 の 工 場 等 を 取 得 し 、 及 び 事 業 を 開 始 し た 場 合 そ の 他 知 事 が

別 に 定 め る 場 合 に お け る 当 該 事 業 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 一 号 事

業 」 と い う 。 ） の 用 に 供 す る 工 場 等 の 取 得 に 要 す る 経 費

二 　 県 内 に 事 業 所 を 有 す る 者 が 、 要 領 に 定 め る 要 件 を 満 た し て 、 県

内 に 工 場 等 を 新 築 し 、 増 築 し 、 若 し く は 改 築 し 、 又 は 既 設 の 工 場

等 を 取 得 し 、 若 し く は 修 繕 等 を 行 い 、 及 び 事 業 を 開 始 し た 場 合 そ

の 他 知 事 が 別 に 定 め る 場 合 に お け る 当 該 事 業 （ 以 下 こ の 項 に お い

て 「 二 号 事 業 」 と い う 。 ） の 用 に 供 す る 生 産 設 備 の 取 得 に 要 す る

経 費

知 事 が 別 に 定 め る 額

知 事 が 別 に 定 め る 額

一 号 事 業 の

用 に 供 す る

工 場 等 を 取

得 し た 者

二 号 事 業 の

用 に 供 す る

生 産 設 備 を

取 得 し た 者
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（ 産 業 政 策 課）　
　───────────────────────────────────────────────

栃 木 県 告 示 第 二 百 七 十 四 号

　 宅 地 造 成 等 規 制 法 （ 昭 和 三 十 六 年 法 律 第 百 九 十 一 号 ） 第 二 十 条 第 二 項 の 規 定 に よ り 、 平 成 二 十 五 年 栃 木 県 告

示 第 四 十 八 号 に よ り 指 定 し た 次 の 造 成 宅 地 防 災 区 域 の 指 定 を 解 除 す る 。

　 な お 、 関 係 図 書 は 、 栃 木 県 県 土 整 備 部 住 宅 課 、 栃 木 県 矢 板 土 木 事 務 所 及 び 矢 板 市 役 所 に お い て 縦 覧 に 供 す

る 。
　 　 平 成 二 十 八 年 五 月 十 七 日

栃 木 県 知 事 　 　 福 　 　 田 　 　 富 　 　 一 　　

区 域 の 名 称 指 定 の 区 域

矢板市成田 別紙図面のとおり。（図面省略）

矢板市中－１ 別紙図面のとおり。（図面省略）

矢板市中－２ 別紙図面のとおり。（図面省略）

矢板市中－３ 別紙図面のとおり。（図面省略）

（ 住 宅 課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第275号
　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第29条第１項に規
定する指定障害福祉サービス事業者を指定したので、同法第51条の規定により次のとおり公示する。
　　平成28年５月17日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

事業所番号
事 業 所 事 業 者

指 定 の
年 月 日

サ ー ビ ス
の 種 類名 称 所 在 地 名 称 主たる事務所

の 所 在 地

0912700275 ふるさと益子 益子町益子804-
１

特定非営利活
動法人ふるさ
と益子

益子町益子804-
１

平成28年
５月１日

就労継続支援
Ｂ型

0912300381 ワンラインお
もちゃのまち

壬生町緑町１-
15-１

株式会社ワン
ライン

壬生町落合２-
10-１

平成28年
５月１日

就労継続支援
Ａ型

（障害福祉課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第276号
　肥料取締法（昭和25年法律第127号）第7条の規定により、肥料を登録したので、同法第16条第1項の規定に
より次のとおり公告する。
　　平成28年５月17日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

登録番号 肥料の種類 肥料の名称 保証成分量
（％） そ の 他 の 規 格 生産業者の氏名

又は名称及び住所
登 録
年 月 日

栃 木 県
第1896号

副産石灰肥
料

粒状ドロマイ
トパワー

アルカリ分
72.0

く溶性苦土
21.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

田源石灰工業株式
会社

栃木県栃木市河合
町２番３号

H28.２.19
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栃 木 県
第1897号

副産石灰肥
料

ドロマイトパ
ワー２１

アルカリ分
72.0

く溶性苦土
21.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

田源石灰工業株式
会社

栃木県栃木市河合
町２番３号

H28.２.19

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第277号
　肥料取締法（昭和25年法律第127号）第12条第２項の規定により、肥料の登録の有効期間を更新したので、
同法第16条第１項の規定により次のとおり公告する。
　　平成28年５月17日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

登録番号 肥料の種類 肥料の名称 保証成分量
（％） そ の 他 の 規 格 生産業者の氏名

又は名称及び住所
更 新
年 月 日

栃 木 県
第1759号

生石灰 ３０苦土生石
灰

アルカリ分
100.0

く溶性苦土
30.0

該当なし。 株式会社オクト

栃木県栃木市沼和
田町５番41号

H27.11.４

栃 木 県
第1760号

消石灰 ７０肥料消石
灰

アルカリ分
70.0

該当なし。 株式会社オクト

栃木県栃木市沼和
田町５番41号

H27.11.４

栃 木 県
第1761号

消石灰 ７２顆粒肥料
消石灰

アルカリ分
72.0

該当なし。 株式会社オクト

栃木県栃木市沼和
田町５番41号

H27.11.４

栃 木 県
第1762号

炭酸カルシ
ウム肥料

粉状１１炭酸
苦土石灰

アルカリ分
60.0

く溶性苦土
11.0

その他の制限事項
は、公定規格のと
おり。

株式会社オクト

栃木県栃木市沼和
田町５番41号

H27.11.４

栃 木 県
第1763号

炭酸カルシ
ウム肥料

粒状１6炭酸
苦土石灰

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
16.0

く溶性苦土
11.0

その他の制限事項
は、公定規格のと
おり。

株式会社オクト

栃木県栃木市沼和
田町５番41号

H27.11.４

栃 木 県
第1558号

炭酸カルシ
ウム肥料

くみあい１５
炭酸苦土石灰

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
15.0

く溶性苦土
10.0

その他の制限事項
は、公定規格のと
おり。

宮城石灰工業株式
会社

宮城県登米市中田
町上沼字北桜場86
番地

H27.10.30

栃 木 県
第1258号

混合石灰肥
料

顆粒混合石灰 アルカリ分
50.0

く溶性苦土
10.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

駒形石灰工業株式
会社

栃木県佐野市あく
と町4201番地

H27.11.９



（508） 栃 木 県 公 報 第2783号平成28年５月17日　火曜日

栃 木 県
第1305号

消石灰 ５苦土消石灰 アルカリ分
70.0

く溶性苦土
5.0

該当なし。 飯塚光起

栃木県鹿沼市加園
975番地

H27.11.17

栃 木 県
第1764号

消石灰 ７０肥料消石
灰

アルカリ分
70.0

該当なし。 協和株式会社

栃木県佐野市築地
町５番11号

H27.11.14

栃 木 県
第 881 号

消石灰 １８苦土消石
灰

アルカリ分
70.0

く溶性苦土
18.0

該当なし。 駒形石灰工業株式
会社

栃木県佐野市あく
と町4201番地

H27.12.１

栃 木 県
第1630号

生石灰 ３０苦土生石
灰

アルカリ分
100.0

く溶性苦土
30.0

該当なし。 片柳石灰工業株式
会社

栃木県佐野市出流
原町70番地

H27.12.４

栃 木 県
第1631号

消石灰 ７２顆粒肥料
消石灰

アルカリ分
72.0

該当なし。 片柳石灰工業株式
会社

栃木県佐野市出流
原町70番地

H27.12.４

栃 木 県
第1632号

消石灰 ７２防散消石
灰

アルカリ分
72.0

該当なし。 片柳石灰工業株式
会社

栃木県佐野市出流
原町70番地

H27.12.４

栃 木 県
第1633号

消石灰 ７０肥料消石
灰

アルカリ分
70.0

該当なし。 片柳石灰工業株式
会社

栃木県佐野市出流
原町70番地

H27.12.４

栃 木 県
第1634号

炭酸カルシ
ウム肥料

粒状１６炭酸
苦土石灰

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
16.0

く溶性苦土
11.0

その他の制限事項
は、公定規格のと
おり。

片柳石灰工業株式
会社

栃木県佐野市出流
原町70番地

H27.12.４

栃 木 県
第 885 号

消石灰 大和印１８苦
土消石灰

アルカリ分
70.0

く溶性苦土
18.0

該当なし。 荻野高次

栃木県佐野市出流
原町1102番地

H27.12.15

栃 木 県
第1481号

炭酸カルシ
ウム肥料

粒状炭酸苦土
石灰

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
15.0

く溶性苦土
10.0

その他の制限事項
は、公定規格のと
おり。

有限会社安蘇石灰
工業所

栃木県佐野市山菅
町3491番地

H28.１.８
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栃 木 県
第1128号

生石灰 ２８苦土生石
灰

アルカリ分
95.0

く溶性苦土
28.0

該当なし。 岡田石灰工業株式
会社

栃木県栃木市鍋山
町440番地

H28.１.５

栃 木 県
第1850号

配合肥料 日清有機入り
ＮＯ．２

窒素全量
2.0

りん酸全量
9.0

く溶性りん酸
5.0

加里全量
5.0

く溶性加里
4.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

日清ガーデンメイ
ト株式会社

東京都中央区新川
一丁目23番１号

H27.12.25

栃 木 県
第1480号

消石灰 防散苦土消石
灰

アルカリ分
75.0

く溶性苦土
20.0

該当なし。 田政砿業株式会社

栃木県栃木市沼和
田町５番41号

H28.１.８

栃 木 県
第1308号

生石灰 顆粒苦土生石
灰

アルカリ分
95.0

く溶性苦土
28.0

該当なし。 村樫石灰工業株式
会社

栃木県佐野市宮下
町１番10号

H28.２.５

栃 木 県
第1635号

混合石灰肥
料

腐植酸苦土入
り顆粒混合石
灰２０号

アルカリ分
39.0

可溶性苦土
10.0

く溶性苦土
8.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

駒形石灰工業株式
会社

栃木県佐野市あく
と町4201番地

H28.２.４

栃 木 県
第1636号

混合石灰肥
料

腐植酸苦土入
り顆粒混合石
灰３０号

アルカリ分
37.0

可溶性苦土
9.0

く溶性苦土
7.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

駒形石灰工業株式
会社

栃木県佐野市あく
と町4201番地

H28.２.４

栃 木 県
第1686号

混合石灰肥
料

粒状混合消石
灰肥料

アルカリ分
75.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

株式会社リムサー
チ

東京都新宿区新宿
一丁目20番２号

H28.２.15

栃 木 県
第 471 号

生石灰 野州純白９５
生石灰

アルカリ分
95.0

該当なし。 清水石灰工業株式
会社

栃木県佐野市山菅
町3637番地

H28.３.５

栃 木 県
第1561号

消石灰 防散消石灰 アルカリ分
68.0

該当なし。 東洋砿業株式会社

栃木県佐野市葛生
東一丁目８番39号

H28.２.27
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栃 木 県
第1767号

混合石灰肥
料

粒状土壌改良
混合石灰肥料

アルカリ分
48.0

く溶性苦土
10.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

有限会社リムサー
チ

東京都新宿区一丁
目20番２号

H28.２.29

栃 木 県
第1769号

炭酸カルシ
ウム肥料

ビックアイラ
ンド

アルカリ分
55.0

可溶性苦土
15.0

その他の制限事項
は、公定規格のと
おり。

泉工業株式会社

栃木県佐野市築地
町715番地

H28.３.30

栃 木 県
第1851号

副産植物質
肥料

酵母細胞壁
YPR

窒素全量
3.5

該当なし。 アサヒフードアン
ドヘルスケア株式
会社

東京都墨田区吾妻
橋一丁目23番１号

H28.３.26

栃 木 県
第1768号

炭酸カルシ
ウム肥料

プラントエイ
ド

アルカリ分
50.0

その他の制限事項
は、公定規格のと
おり。

有限会社田畑

千葉県松戸市五香
一丁目９番地の７

H28.３.５

栃 木 県
第1770号

混合有機質
肥料

トキタ植物有
機１号

窒素全量
3.0

りん酸全量
4.0

加里全量
2.0

含有を許される有
害成分の最大量及
びその他の制限事
項は、公定規格の
とおり。

トキタ種苗株式会
社

埼玉県さいたま市
見沼区大字中川
1069番地

H28.３.30

（経営技術課）　
　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第278号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、平成28年５月17日から同年６月15日まで一般の縦
覧に供する。
　　平成28年５月17日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
Ⅰ
道路の種類　県道
路　線　名　一般県道　西小塙真岡線
道路の区域

整理番号 変更前
後の別 区 間 敷地の幅員

（メートル）
延 長
（メートル） 備 考

77
前 真岡市荒町字奉行松1180-11から

真岡市田町字奉行松1239-２まで 16.0 ～ 16.0 464.2

後 真岡市荒町字奉行松1180-11から
真岡市田町字奉行松1239-２まで 18.0 ～ 18.0 464.2

Ⅱ
道路の種類　県道
路　線　名　一般県道　小来川清滝線
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道路の区域

整理番号 変更前
後の別 区 間 敷地の幅員

（メートル）
延 長
（メートル） 備 考

277

前 日光市清滝和の代町1726-１から
日光市清滝１丁目629-３まで 5.0 ～ 18.0 530.0

後Ａ 日光市清滝和の代町1726-１から
日光市清滝１丁目629-３まで 5.0 ～ 31.0 530.0

後Ｂ 日光市清滝和の代町1726-１から
日光市清滝１丁目629-３まで 10.5 ～ 31.0 510.0

　───────────────────────────────────────────────
栃木県告示第279号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次の道路の供用を開始する。
　その関係図面は、栃木県県土整備部道路保全課において、平成28年５月17日から同年６月15日まで一般の縦
覧に供する。
　　平成28年５月17日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　

整理番号 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日

211 一 般 県 道
豊 原 高 久 線

那須郡那須町大字寺子乙3934-９から
那須郡那須町大字寺子乙3967-42まで 平成28年５月17日

（道路保全課）　
　───────────────────────────────────────────────

公 告
　　　○平成28年度毒物劇物取扱者試験の実施
　毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）第８条第１項第３号に規定する毒物劇物取扱者試験を次のと
おり実施するので、毒物及び劇物取締法施行規則（昭和26年厚生省令第４号）第８条の規定により公告する。
　　平成28年５月17日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　試験の種類
⑴　一般毒物劇物取扱者試験
⑵　農業用品目毒物劇物取扱者試験
⑶　特定品目毒物劇物取扱者試験
２　試験期日
　　平成28年８月24日（水）　午前９時30分から午前11時30分まで
３　試験場所
　　帝京大学宇都宮キャンパス　宇都宮市豊郷台１-１
４　試験科目
　　次の項目について筆記形式で行う。
⑴　毒物及び劇物に関する法規
⑵　基礎化学
⑶　毒物及び劇物の性質、識別及び貯蔵その他取扱方法（農業用品目毒物劇物取扱者試験にあっては毒物及
び劇物取締法施行規則別表第１に掲げる毒物及び劇物に係るものに限り、特定品目毒物劇物取扱者試験に
あっては同令別表第２に掲げる劇物に係るものに限る。）

５　提出書類
　　受験を希望する者は、次の書類を６に記載する提出先へ提出すること。
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⑴　毒物劇物取扱者試験受験願書　１部（所定用紙使用）
⑵　毒物劇物取扱者試験写真票　　１部（所定用紙使用）
⑶　毒物劇物取扱者試験受験票　　１部（所定用紙使用）
６　出願期間及び提出先
⑴　出願期間
　　平成28年６月22日（水）から同月24日（金）までとする（郵送による場合は書留とし、同日までの消印
のあるものに限り有効とする。）。
⑵　提出先
　　県内居住者は、居住地又は勤務地を管轄する各健康福祉センター又は宇都宮市保健所に提出すること。
ただし、郵送による場合は栃木県保健福祉部薬務課に提出すること。
　　県外居住者は、栃木県保健福祉部薬務課に提出すること。
７　受験通知
　　受験願書提出者には、受験番号を記載した受験票を送付する。
８　試験結果の発表
　　平成28年９月16日（金）午前10時から同月30日（金）午後４時までの間、栃木県ホームページ並びに栃木
県庁屋外掲示場、各健康福祉センター及び宇都宮市保健所の掲示板に合格者の受験番号を掲示し、合格者に
は、合格証書を郵送する。
　　なお、電話による問合せには応じない。
９　試験結果の簡易開示
　　受験者本人の筆記試験及び実地試験の得点については、合格発表の日から１か月間（土曜日、日曜日及び
祝日以外の日の午前８時30分から午後０時まで及び午後１時から午後５時15分までの間に限る。）、栃木県保
健福祉部薬務課において、口頭により開示の請求をすることができる。この場合において、開示の請求をす
る者は、受験者本人であることを証明できる書類（受験票、運転免許証等の身分証明書）を持参の上、これ
を提示すること。

10　受験手数料
　　10,500円（栃木県収入証紙で納付すること。）
11　その他
⑴　問合せ先
　　栃木県保健福祉部薬務課　電話028-623-3120
⑵　受験願書の配布について
　　各健康福祉センター、宇都宮市保健所及び栃木県保健福祉部薬務課において平成28年５月25日（水）か
ら配布する。

（薬務課）　
　───────────────────────────────────────────────

調 達 等 公 告
　　　○入札公告（特定調達公告）
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　平成28年５月17日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　委託業務件名　地方税電子申告システム審査サービスの導入及び運用業務
⑵　委託業務内容　入札説明書による。
⑶　履行期間　契約締結日から平成33年11月30日まで
　　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の３に規定する長期継続契約として実
施する。そのため、契約にあたっては、県の各年度予算において当該契約に係る経費が減額又は削除され
たときに契約を変更又は解除できる旨の特約を付す。
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２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、「大分類N通信、情報処理」の入札参
加資格を有するものと決定された者であること。
⑶　平成28年６月29日において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22年３月12日付け会
計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　一般社団法人地方税電子化協議会より、地方税ポータルシステム（eLTAX）認定委託先事業者の認定
を受けている者であること。

３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等及び契約内容の縦覧場所
　　〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号
　　栃木県経営管理部税務課税務電算担当　電話028-623-2263
⑵　入札説明書の交付期間及び交付場所
　　平成28年５月17日から同年６月24日までの日（土曜日及び日曜日を除く。）の午前９時から正午まで及
び午後１時から午後５時まで⑴の場所において交付する。
⑶　入札及び開札の日時及び場所
ア　入札書の受領期限及び提出場所　平成28年６月29日午前10時　⑴の場所に持参又は郵送すること（た
だし、郵送による入札受領期限は同月27日午後４時までとし、書留郵便で⑴の場所へ必着のこと。）。
イ　開札の日時及び場所　平成28年６月29日午前10時　栃木県庁本館10階　会議室１
⑷　入札方法　１の⑴の件名で総価で入札に付する（導入業務及び運用業務の内訳を示すこと。）。
⑸　入札書の記載方法等　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある場合には、その端数金額を切り捨てるものとす
る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事
業者であるかを問わず、契約を希望する見積金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

４　その他
⑴　契約の手続において使用する言語及び通貨　日本語及び日本国通貨
⑵　入札保証金及び契約保証金　免除
⑶　入札の無効　２の入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書及び栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに
掲げる入札に係る入札書は、無効とする。
⑷　落札者の決定方法　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最
低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
⑸　契約書作成の要否　要
⑹　その他　詳細は、入札説明書による。
５　Summary
⑴　Nature and quantity of the services to be required:
　　Installation and operation of computer systems for Local Tax Declarations completed via the 
　　Internet
⑵　Time and Date of bidding:
　　10:00 AM, June 29, 2016
⑶　Information is available at:
　　Tax Practice Compute Section
　　Tax Administration Division,
　　Department of Administration and Management,
　　Tochigi Prefecture  
　　1-1-20 Hanawada, Utsunomiya, Tochigi 320-8501
　　TEL 028-623-2263
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（税務課）　
　───────────────────────────────────────────────
　　　○入札公告
　次のとおり一般競争入札に付する。
　　平成28年５月17日

栃木県知事　　福　　田　　富　　一　　
１　入札に付する事項
⑴　委託業務件名　平成28年度県立学校環境衛生検査業務委託
⑵　委託業務内容　入札説明書による。
⑶　履行期間　契約を締結した日から平成29年３月３日（金）まで
⑷　履行場所　栃木県全域（県立学校）
２　入札に参加する者に必要な資格
⑴　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４に規定する者に該当しない者であること。
⑵　競争入札参加者資格等（平成８年栃木県告示第105号）に基づき、その他のサービスの入札参加資格を
有するものと決定された者であること。
⑶　平成28年５月30日において、栃木県競争入札参加資格者指名停止等措置要領（平成22年３月12日付け会
計第129号）に基づく指名停止期間中でない者であること。
⑷　本委託業務を担当させる事業所は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第20
号）第12条の２第１項第２号に掲げる事業に係る登録を受けていること。
⑸　本委託業務を担当させる事業所は、計量法（平成４年法律第51号）第107条第１項第２号に掲げる事業
に係る登録を受けており、本委託業務の実施に当たっては、同法第122条に基づく計量法施行規則（平成
５年通商産業省令第69号）第50条第１項第１号による環境計量士（濃度関係）及び同項第２号による環境
計量士（騒音・振動関係）の登録を受けている者が各１名以上で監督できる体制をとれること。

３　入札の手続等
⑴　契約に関する事務を担当する課の名称等及び契約内容の縦覧場所
　　〒320-8501　栃木県宇都宮市塙田１丁目１番20号
　　栃木県教育委員会事務局健康福利課保健給食担当　電話 028-623-3418
⑵　入札及び開札の日時及び場所
　　平成28年５月30日（月）　午後３時30分　栃木県庁舎昭和館多目的室３
⑶　その他
　　入札説明書は、平成28年５月17日（火）から同月27日（金）までの日（土曜日及び日曜日を除く。）の
午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで⑴の場所において交付する。

４　その他
⑴　入札保証金　免除
⑵　入札の無効　２の入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書及び栃木県財務規則（平成７年栃木県規則第12号）第156条第３号から第７号までに
掲げる入札に係る入札書は、無効とする。
⑶　落札者の決定方法　栃木県財務規則第154条の規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最
低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。
⑷　その他
ア　最低制限価格の有無　無
イ　詳細は、入札説明書による。

（教育委員会事務局健康福利課）　
　───────────────────────────────────────────────

正 誤
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